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　　１　久御山町の水道事業
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久御山町水道キャラクター

～　くみちゃん　～



　(1)　水道事業の沿革
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　・本町の水道事業は昭和４３年（１９６８年）４月に給水を開始して以来、水需要の増大に対応
　 するため、順次、拡張事業を実施してきました。
　・平成５年（１９９３年）に認可取得した第３次拡張事業では、計画給水人口２２，０００人、計画
　 １日最大給水量１８，０００㎥とし、新たに第２浄水場や配水場などの整備を計画しましたが、
　 近年、水需要が減少傾向にあることから、第１期工事（北浦配水場の整備）を終えた時点で、
　 現在は事業を休止しています。

【事業の沿革】

施工期間 計画値

事業費
（百万円）

事業概要
着工 竣工

給水人口
（人）

１日最大
給水量

（㎥／日）

創　　　　設 Ｓ４２．８ Ｓ４４．３ １０，０００ ３，０００ １０１
佐古浄水場の整備
京都府営水道の受水

第１次拡張 Ｓ４７．６ Ｓ４９．３ １５，０００ １０，０００ ２１３ 第１、２配水池建設

第２次拡張 Ｓ５０．１０ Ｓ５４．４ ２０，０００ １５，０００ ５１５
第３、４配水池建設
自己水源（深井戸）新設

第３次拡張 Ｈ５．１１ 継続中 ２２，０００ １８，０００ １，３７４
北浦配水場建設
第１期工事（Ｈ７．２竣工）



　(2)　組織の状況
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　　本町では、平成２５年（２０１３年）４月に機構改革として上下水道部を廃止し、事業建設部に
　統合、水道事業を所管する水道課と下水道事業を所管する下水道課の組織統合を行い、新た
　に上下水道課として両事業の運営を行っています。

【組織図（Ｒ４．４．１現在）】
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係員　正職員（３名）
　　　　会計年度任用職員（１名）

課長補佐（１名）
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【上下水道課職員数の推移】
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　(3)　給水人口と有収水量の推移
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　・給水人口は、平成３年度の１８，７２４人をピークに減少傾向にあり、令和３年度には１５，５４０
　 人まで減少しています。
　・有収水量は、給水人口の減少や節水機器の普及などの理由により、平成６年度の約３，４４１千
　 ㎥をピークに減少傾向にあり、 令和３年度には約２，６０５千㎥まで減少しています。

【給水人口・有収水量の推移（平成元年度～令和３年度）】



　(4)　有収水量と給水収益の現状
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　・給水収益は、平成１３年度の水道料金の減額改定以降、有収水量の減少に伴い減少傾向が
　 続き、平成３０年度には３９１，６２３千円まで減少していました。
　・平成３０年度に策定した水道事業経営戦略及び水道事業検討委員会の提言に基づき、水道
　 施設の更新・耐震化に必要な財源を確保するため、令和２年１月以後に確定する水道料金か
　 ら平均改定率２４％の増額改定を実施しました。
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【有収水量・給水収益の推移（平成１２年度～令和３年度）】

新型コロナウイルス感染症
支援対策減免実績額含む



　(5)　水道管路の現状（令和３年度末）
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管路経年化率

令和４年度からは、

昭和５７年度以降に布設された管
が順次、法定耐用年数（４０年）を
超えていくことになります。

　水道管路の総延長は、令和３年度末で約１０９．８㎞となり、そのうち法定耐用年数（４０年）を超
えた経年管は約２７．６㎞（２５．１４％）となっています。



　　２　公営企業会計について
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　(1)　公営企業会計とは
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　水道事業では、地方公営企業法（以下「法」という。）が適用されることにより、官庁会計（一般会
計）と異なる民間企業会計に近い公営企業会計で会計処理をすることとなります。

公営企業会計の特徴

　・損益取引と資本取引との区分（法第２０条、令第９条）
　　管理運営に係る取引（損益取引）と建設改良等に係る取引（資本
　取引）を区分経理することにより、事業年度毎の経営成績を正確に
　把握できます。

　・３月決算（法第３０条）
　　一般会計と異なり出納整理期間がありません。毎年３月末を決算
　日として５月３１日までに決算書を作成します。決算実績を早期に把
　握でき、直ちに決算結果を経営の参考にすることができます。

　・発生主義・複式簿記の採用（法第２０条）
　　一般会計で採用される官庁会計が現金主義、単式簿記であるの
　に対し、公営企業会計は発生主義、複式簿記で経理を行います。
　　

　・経営状況の比較
　　類似の公営企業や民間企業との比較が可能であり、強み弱みを
　分析することで、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取組
　むことができます。

【発生主義とは】

公営企業会計：発生主義

　経済活動の発生という事実に基づき、発生の
都度記帳する。

官庁会計：現金主義

　現金の収入及び支出に基づき記帳する。

会計帳簿へ反映するタイミングが異なる。

【複式簿記とは】

　１つの取引を２つの側面から捉え、「勘定科目」を用いて記録（仕訳）し、
帳簿に転記することで財務諸表を作成する一連の手続きのことです。

公営企業会計：複式簿記

　取引をその原因と結果に
分け仕訳により記録し、財
務諸表を作成する手法

官庁会計：単式簿記

　一般的に現金・預金の増
加・減少（１つの側面）を中
心に記録を残す手法

仕訳の例

物品１００万円 ／ 現金１００万円

（資産の増加）　　 （資産の減少）



　(2)　公営企業会計の仕組み　1/2
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【収益的収支（３条予算）と資本的収支（４条予算）】

収益的収支（３条予算） 資本的収支（４条予算）

　収益的支出は、支出の結果がその年度の
費用として計上されるもので、その年度の収
入に対応するものです。収益的収支は損益
計算書に反映されることとなります。

資本的支出とは、支出の効果が次年度以降
に及び、将来の収入に対応するものです。
例えば、サービスの継続的提供の基礎とな
る施設整備への投資（建設改良）であり、貸
借対照表を直接増減させることとなります。

【損益計算書とは】

　一事業年度における事業の経営成績を表示
　　→フローを表す

【貸借対照表とは】

　一定の時点における財政状態を表示
　　→ストックを表す

１　営業収益 477,391,961

２　営業費用 571,246,136

　営 業 損 失 93,854,175

３　営業外収益 110,107,625

４　営業外費用 15,524,712

　経 常 利 益 728,738

　当 年 度 純 利 益 728,738

　前年度繰越欠損金 4,875,989

　当年度未処理欠損金 4,147,251

令和３年度　久御山町水道事業損益計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月31日）

営業利益／営業損失

通常の業務活動の
損益の結果が表示さ
れます。

経常利益／経常損失

通常の業務活動の
損益に加えて資金調
達等に関する損益の
結果が表示されます。

純利益／純損失

１年間の全ての損益
の結果が表示されま
す。

令和３年度　久御山町水道事業貸借対照表
（令和４年３月31日）

資　産　の　部 負　債　の　部

１　固定資産 4,055,423,856 ３　固定負債 814,107,954

２　流動資産 612,683,350 ４　流動負債 217,107,322

５　繰延収益 1,278,626,599

　負 債 合 計 2,309,841,875

資　本　の　部

６　資本金 2,322,009,582

７　剰余金 36,255,749

　資 本 合 計 2,358,265,331

　資 産 合 計 4,668,107,206 　負債資本合計 4,668,107,206

資産の部

土地、建物、権利、
現金・預金など企
業の所有財産が
記載されています。

負債の部

企業債などの支
払義務のあるも
のなどが記載さ
れています。

資本の部

資本金や事業で
得られた利益な
ど返す必要のな
い資金が記載さ
れています。

左半分は「企業の持ちもの」

企業の財産がどのような状態で、
いくらあるか把握できます。

右半分は「資産の源泉」

企業の財産がどのような財源で
つくられたか把握できます。



　(2)　公営企業会計の仕組み　2/2
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【収益的収支と資本的収支の関係】

収　益　的　支　出 収　益　的　収　入

維持管理経費

経営に伴う収入
（水道料金等）企業債利息

（長期前受金戻入）

減価償却費

固定資産除却費

純利益

資　本　的　支　出 資　本　的　収　入

建設改良費

企業債

分担金

補助金

補てん財源
企業債償還金

積立金

損
益
勘
定
留
保
資
金

建
設
改
良
費
を
、
減
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却
費
と
し
て
各
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支
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補
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　　３　水道事業の財政状況
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　(1)　収益的収支
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　水道施設の維持・管理や浄水処理、給水など、水道事業の日々の活動で発生する収入及び支出

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
（決算見込）

収
益
的
収
入

営業収益 ４２９，５１４ ４２８，０７１ ４５０，４８０ ４７１，７６４ ４７７，３９２

うち 給水収益 ３９３，２５８ ３９１，６２３ ４１３，６８２ ４３２，６１４ ４３２，３１８

営業外収益 ９１，７３２ ６３，８７８ ５７，３５７ １１５，８５４ １１０，１０８

うち 他会計補助金 ８，２２９ ２，０２１ ０ ５１，８３０ ５２，４３２

うち 長期前受金戻入 ５７，８３０ ６０，１１３ ５６，５３４ ６３，５３６ ５７，０５６

特別利益 ０ ０ ３，８５５ １，２４１ ０

収　入　合　計 ５２１，２４６ ４９１，９４９ ５１１，６９２ ５８８，８５９ ５８７，５００

収
益
的
支
出

営業費用 ５０６，２８７ ５２１，１５１ ５１８，１００ ５４６，６７５ ５７１，２４６

うち 職員給与費 ４０，２５１ ４１，２６２ ４５，１８１ ５７，２１２ ５８，９７３

うち 受水費 ２３３，２４９ ２３１，５０６ ２３０，１５７ ２３９，０７２ ２６２，７２５

うち 減価償却費 １４０，２７０ １４３，３６３ １４７，０７３ １４９，１１０ １５４，１０４

営業外費用 １７，８０５ １６，８８８ １５，２７８ １６，６３３ １５，５２５

うち 企業債利息 １７，５８２ １６，３１２ １５，０８７ １３，５３８ １２，２２４

特別損失 ０ ０ ５５２ ０ ０

支　出　合　計 ５２４，０９２ ５３８，０３９ ５３３，９３０ ５６３，３０８ ５８６，７７１

当期純利益（△は純損失） △２，８４６ △４６，０９０ △２２，２３８ ２５，５５１ ７２９

（単位：千円 ・ 税抜）



　(2)　資本的収支
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　配水管の布設・更新、施設の耐震化など投資活動で発生する収入及び支出

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
（決算見込）

資
本
的
収
入

分担金 ２６，９８０ ２１，２３５ １２，２６０ ２２，２２７ １０，２７４

補助金（府補助金） ２，８８１ １，０３４ ９，３２０ ２２，１０７ １１，５１９

企業債 ２４，０００ ７５，０００ ２７，０００ ７８，０００ ７１，０００

出資金 ４，２００ １４，７００ ０ ０ ０

有価証券売却収入 ０ ０ ９７，１６６ ０ ０

収　入　合　計 ５８，０６１ １１１，９６９ １４５，７４６ １２２，３３４ ９２，７９３

資
本
的
支
出

建設改良費 １３４，８８３ １８４，１９１ １２４，９５４ ２２６，７１２ １８０，９９６

うち 職員給与費 １４，７９１ １５，３１８ １５，４６８ １６，２８０ １６，８０１

企業債償還金（元金） ４０，５５１ ４６，４１２ ５６，７３３ ５９，２２７ ６３，０９２

支　出　合　計 １７５，４３４ ２３０，６０３ １８１，６８７ ２８５，９３９ ２４４，０８８

差引（△は不足額） △１１７，３７３ △１１８，６３４ △３５，９４１ △１６３，６０５ △１５１，２９５

補
て
ん
財
源

消費税等資本的収支調整額 ６，９０４ １１，２４９ ８，２３５ １４，７２９ １２，６０８

過年度分損益勘定留保資金 １１０，４６９ １０７，３８５ ２７，７０６ １４８，８７６ １３８，６８７

（単位：千円 ・ 税込）
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平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
（決算見込）

資
産

固定資産 ４，０７９，４７３ ４，１０３，５４８ ３，９９５，５０７ ４，０４８，５６７ ４，０５５，４２４

流動資産 ６８１，６４７ ６６１，７００ ６５５，３０１ ６９９，２２６ ６１２，６８３

うち 現金・預金 ６０７，３７６ ５８１，０１８ ５６０，８５７ ５９２，８０５ ５１６，６５２

資　産　合　計 ４，７６１，１２０ ４，７６５，２４８ ４，６５０，８０８ ４，７４７，７９３ ４，６６８，１０７

負
債
・資
本

負
債

固定負債 ８１３，１０７ ８２８，５６８ ７９３，５３１ ８０６，２３６ ８１４，１０８

流動負債 １８２，２４６ ２３９，５３１ １９４，５２８ ２６９，３７０ ２１７，１０７

繰延収益 １，３８０，１５３ １，３４２，９２５ １，３３０，７６３ １，３１４，６５０ １，２７８，６２６

負　債　合　計 ２，３７５，５０６ ２，４１１，０２４ ２，３１８，８２２ ２，３９０，２５６ ２，３０９，８４１

資
本

資本金 ２，３０７，３１０ ２，３２２，０１０ ２，３２２，０１０ ２，３２２，０１０ ２，３２２，０１０

うち 固有資本金 ４，３３５ ４，３３５ ４，３３５ ４，３３５ ４，３３５

うち 出資金 ９３，８００ １０８，５００ １０８，５００ １０８，５００ １０８，５００

剰余金（利益剰余金） ７８，３０４ ３２，２１４ ９，９７６ ３５，５２７ ３６，２５６

うち 未処分利益剰余金 ３７，９０１ △８，１８９ △３０，４２７ △４，８７６ △４，１４７

資　本　合　計 ２，３８５，６１４ ２，３５４，２２４ ２，３３１，９８６ ２，３５７，５３７ ２，３５８，２６６

負 債　・　資 本 合 計 ４，７６１，１２０ ４，７６５，２４８ ４，６５０，８０８ ４，７４７，７９３ ４，６６８，１０７

（単位：千円 ）

　水道事業が保有する資産、負債及び資本を、総括的に表示した財務諸表



　(4)　企業債残高の推移
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　・水道事業では、これまで拡張事業や水道施設の耐震補強事業の財源として企業債を活用
　 してきました。
　・現在、重要給水施設配水管耐震化事業及び鉛製給水管改修事業を進めていますが、配水管
　 布設替に係る事業費（補助金等を充当した額を除く。）の約８割を企業債で賄っています。
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（億円） ※令和３年度末の町民１人当たりの企業債残高　約５．６万円

第１次拡張事業

第２次拡張事業

第３次拡張事業

水道施設耐震補強等整備事業

重要給水施設配水管耐震化事業
鉛製給水管改修事業
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　料金体系
　　・二部料金制　　　　　　・・・　基本料金と従量料金を組み合わせた体系

　　・口径別料金体系　　　・・・　口径の大きさに応じて基本料金を設定する体系
　　・逓増型従量料金制　 ・・・　使用水量の増加に応じて段階的に単価が高くなる体系　

口　径
基本料金
（１か月）

従量料金（使用水量１㎥につき）

１０㎥まで
１１㎥から
２０㎥まで

２１㎥から
５００㎥まで

５０１㎥から
３，０００㎥まで

３，００１㎥以上

～２０㎜ １，０００円

４０円 １４５円 １６０円 １８０円 ２００円

２５㎜ １，５００円

３０㎜ ３，０００円

４０㎜ １２，０００円

５０㎜ ２５，０００円

７５㎜ ６０，０００円

１００㎜ １１０，０００円

１５０㎜ ２５０，０００円

２００㎜ ５００，０００円

料金表 （税抜）
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　京都府下２２市町の水道料金を比較すると、久御山町は中間よりやや高い料金となっています。
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（円／月）

 一般家庭用・月２０㎥使用した場合の水道料金（メーター使用料を含む。）で比較
 （令和４年４月１日現在 ・ 税込額）

※　各市町の例規集等（ＨＰ掲載）により調査したものであり、実際の料金の適用日とは異なる場合があります。

京都府２６市町のうち、上水が簡易水道のみの４町を除いています。


